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今こそ、情報公開法を使って関連文書の全面公開を実現させよう！ 

日韓会談文書・全面公開を求める会 ニュース 
第 29 号（2011 年 12 月 15 日） 

  

★★第第２２次次訴訴訟訟はは上上告告不不受受理理  

★★外外務務省省がが 6633文文書書をを開開示示変変更更

決決定定（（８８月月２２９９日日））  

★★第第 1155 回回口口頭頭弁弁論論はは中中止止  

★★第第３３次次訴訴訟訟はは開開示示変変更更決決定定

受受けけ、、一一部部文文書書をを取取りり下下げげ  
 

８８月月２２９９日日、、外外務務省省はは第第３３次次訴訴訟訟のの対対象象ととななっってていいるる６６３３文文書書ににつついいてて、、開開示示決決定定をを変変

更更すするる決決定定ををししままししたた。。そそのの中中ににはは部部分分開開示示ででああっったたももののがが全全部部開開示示にに変変更更ととななっったたもものの

もも含含ままれれままししたた。。  

９９月月６６日日のの第第３３次次訴訴訟訟第第１１４４回回口口頭頭弁弁論論でではは、、ここのの開開示示変変更更決決定定のの取取りり扱扱いいがが問問題題ととなな

りり、、一一旦旦はは１１１１月月２２９９日日のの第第１１５５回回口口頭頭弁弁論論期期日日はは予予定定さされれてておおりりままししたたがが、、９９月月３３００日日

のの弁弁論論準準備備手手続続ききでで中中止止、、延延期期がが決決定定さされれままししたた。。そそのの後後もも弁弁論論準準備備手手続続ききがが継継続続さされれてて

おおりり、、口口頭頭弁弁論論期期日日ははままだだ決決ままっってておおりりまませせんん。。  

  今今回回、、新新たたにに開開示示さされれたた部部分分にに決決定定的的にに重重要要なな内内容容がが含含ままれれてていいるるわわけけででははあありりまませせんん

がが、、一一旦旦「「不不開開示示」」「「部部分分開開示示」」がが決決定定さされれたた後後ででもも、、裁裁判判やや運運動動をを通通じじてて再再検検討討ささせせううるる

とといいううここととがが証証明明さされれたたここととににはは、、大大ききなな意意味味ががあありりまますす。。  

外外務務省省はは準準備備書書面面（（1144））でで「「外外務務省省アアジジアア大大洋洋州州局局北北東東アアジジアア課課ににおおいいててはは、、本本訴訴提提起起

後後もも、、迅迅速速なな訴訴訟訟進進行行にに寄寄与与すするるととととももにに、、同同課課所所管管のの事事務務をを国国民民にに説説明明すするる義義務務ををよよりり

一一層層全全ううすすべべくく（（法法１１条条））、、本本件件対対象象文文書書のの不不開開示示事事由由該該当当性性ににつつきき継継続続ししてて精精査査ししてていいたた」」

とと弁弁明明ししてていいまますすがが、、全全くく無無意意味味かかつつ瑣瑣末末なな不不開開示示チチェェッッククにに時時間間とと労労力力をを費費ややしし、、「「決決定定

はは２２年年先先」」ななどどとと先先送送りりししよよううととししてて、、第第１１次次訴訴訟訟でで「「不不作作為為のの違違法法」」をを指指摘摘さされれたたののはは

外外務務省省ででははななかかっったたののかか。。外外務務省省はは最最初初かからら全全部部開開示示すすべべききででああっったたののでですす。。  

ととももああれれ、、部部分分開開示示がが全全部部開開示示にに変変更更ととななっったた文文書書もも含含ままれれるるたためめ、、第第３３次次訴訴訟訟のの対対象象

文文書書のの整整理理がが必必要要ととななりり、、１１１１月月２２５５日日付付けけでで一一部部文文書書のの取取りり下下げげをを行行ううここととととななりりまましし

たた。。第第２２次次訴訴訟訟はは５５月月９９日日にに最最高高裁裁がが不不当当ににもも上上告告不不受受理理ととししままししたた。。追追加加開開示示ががああっったた

ととはは言言ええ、、第第３３次次訴訴訟訟もも予予断断はは許許ししまませせんん。。  

８８月月３３００日日、、韓韓国国のの憲憲法法裁裁判判所所はは慰慰安安婦婦問問題題、、原原爆爆被被爆爆者者問問題題ににつついいてて、、韓韓国国政政府府がが日日

韓韓請請求求権権協協定定第第３３条条にに基基くく外外交交解解決決をを実実行行ししなないいここととはは「「違違憲憲」」とと決決定定ししままししたた。。ここれれはは

２２００００５５年年のの韓韓国国ででのの日日韓韓会会談談文文書書全全面面公公開開でで韓韓国国政政府府がが「「未未解解決決」」とと表表明明ししたたここととがが発発

端端でですす。。外外交交文文書書公公開開がが韓韓国国政政府府・・韓韓国国社社会会をを動動かかししてていいるるののでですす。。  

原原発発事事故故、、沖沖縄縄密密約約訴訴訟訟等等、、国国策策にに関関わわるる情情報報開開示示ののあありり方方がが問問題題ととさされれるる中中、、野野田田政政

権権はは新新たたなな「「秘秘密密保保全全法法案案」」をを準準備備ししてていいるるとともも報報道道さされれてていいまますす。。「「情情報報はは誰誰ののももののかか」」

をを改改めめてて問問いいななががらら、、大大詰詰めめをを迎迎ええるる第第３３次次訴訴訟訟をを取取りり組組んんででいいききたたいいとと思思いいまますす。。
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声 明 
 

 去る５月９日、最高裁判所第二小法廷（須藤正彦裁判長）は、行政文書一部不開示決定

処分取消請求事件（日韓会談文書開示請求第２次訴訟）について、上告不受理を決定した。

原告の請求を棄却した２０１０年６月２３日の東京高裁判決が確定することとなった。 

 

 本件は、日韓の市民が情報公開法に基づき外務大臣に対して開示請求した日韓会談関連

文書のうち、１３件の不開示文書（竹島問題に関する１件は全部不開示）の開示を求めた

訴訟である。 

一審および二審判決は、①行政機関の長の第１次的判断を尊重すべきである、②行政機

関の長の判断の合理性の有無を判断するにあたっては、裁量の範囲内にあるかどうかを「一

般的類型的」に判断すれば足りる、③韓国側文書や別の開示文書に同じ内容の文書が存在

すると推測できるということと実際に開示されることとは次元が違う、との理由で原告の

請求を棄却した。ただひたすら国を擁護し、「一般的類型的」なる無内容な「基準」を持ち

出して司法の責任回避に努める「思考停止」状態の裁判所の姿には怒りを通り越し、あき

れるばかりだ。 

 

原告は上告にあたり、次の２点を指摘した。第一に、平成１９年５月２９日最高裁第三

小法廷判決は滋賀県情報公開条例が定める非公開情報のうち、「公にすることにより、犯罪

の予防、鎮圧または捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障

を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報」の「おそれ」

の解釈について、具体的事実を詳細に検討し、「相当の理由」の有無について慎重な判断を

行っているが、原判決はこれに反している。第二に、情報公開法上の開示請求権は憲法上

の国民主権原理を踏まえた権利であり、国民の共有財産である行政情報を知る権利であり、

不開示決定はその権利を妨げる行為であり、法令解釈を誤っている。 

だが、最高裁は、これらの訴えを一顧だにしなかった。民主主義社会の基礎である国民

の知る権利が今、危機に瀕していると言わざるをえない。 

 

アジアとの歴史認識問題・戦後補償問題、沖縄の基地問題に例をとるまでもなく、秘密

交渉によって民衆の利益と乖離した「解決」を押し付け続けてきた結果、拡大する矛盾を

もはやコントロールすることさえできなくなっているのが今の日本政府の姿だ。情報の隠

蔽により、市民を放射能にさらし、地球環境を危機に陥れている国と東電こそ、「国の安全

が害される」（情報公開法５条３項）状態を生み出しているではないか。過去の過ちに真摯

に向き合おうとしない者に未来を語る資格はない。 

 

本年４月施行された「公文書等の管理に関する法律」（公文書管理法）第１条には、「公

文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民

が主体的に利用し得るものである」「国民主権の理念にのっとり」と明記されている。私た

ちは、残る膨大な不開示文書の開示を求める訴訟（第３次訴訟）を東京地裁に係属中であ

るが、公文書管理法第１条に謳われた情報公開の精神が司法の場において貫かれるならば、

第２次訴訟のような結論にはなりえないと確信している。引き続きご支援をお願いしたい。 

 

２０１１年６月１１日 

日韓会談文書・全面公開を求める会
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2011 年 11月 4日・ソウルシンポジウム 

「韓日会談公開文書と植民主義清算問題」概要 
 

太田修 

 

 １１月４日、韓国ソウルの東北アジア歴史財団大会議室で、民族問題研究所・「日韓会談

文書・全面公開を求める会」主催の国際学術会議「韓日会談公開文書と植民主義清算問題」

が開かれた。民族問題研究所との共同シンポジウムは２００９年に続いて３度目である。

今回のシンポジウムの目的は、２００５年以降に公開された日韓会談文書を植民地主義清

算の観点からより深く分析してみようということである。「求める会」からは、報告者とし

て吉澤文寿さんと李洋秀さん、討論者として太田が参加した。 

 

 シンポジウムは、午後１時より民族問題研究所の金敏喆（キム・ミンチョル）さんの司

会で始まった。吉澤文寿「日韓請求権協定と戦後補償問題の現在～第 2 条条文化過程の検

証を通して～」（討論：張博珍（チャン・バクチン））、金丞垠（キム・スンウン）「在韓原

爆被害者問題に対する韓日両国の認識と交渉態度（１９６５～１９８０）」（討論：太田修）、

李洋秀（イ・ヤンス）「韓日会談文書に見る‘文化財返還’問題の変遷」（討論：ヘムン）、

張完翼（チャン・ワニク）「日本軍慰安婦・原爆被害者関連憲法裁判所違憲判決の意味と展

望」（討論：金昌禄（キム・チャンノク））の順に報告と討論が行われた。 

 

吉澤報告については、４面の概要（本人執筆）を参照してもらうこととして、ここでは

金・李・張報告の概要を紹介しておく。まず金丞垠報告は、近年公開された韓国外交文書

「韓国原爆被害者救護」（１９６８～８０年）を初めて分析し、１９８０年１０月「渡日治

療実施に関する合意書」が交わされる経緯を明らかにした。特に、在韓被爆者らが展開し

た「陳情運動」と「裁判運動」に注目して、それらの運動が日韓両政府の交渉に大きな影

響を及ぼしたことを論証したことが重要である。 

李洋秀報告は、１９５８年から６５年までの文化財問題について日韓双方の外交文書を

比較しながら検討した。特に１９６２年第６次会談の時点で日本の外務省が韓国側に引渡

す予定だった文化財のうち、国有重要文化財の「金錯狩獵文様銅筒」（東京芸術大学所蔵）

と慶尚南道梁山夫婦塚出土品（東京国立博物館所蔵）が最終的には返還されなかったこと

を指摘し、そうした日本政府の対応を批判的に論じた。 

張完翼報告は、２００５年の韓国での韓日会談文書公開と、そのさい表明された「民官

共同委員会」の決定（日本軍「慰安婦」など国家権力が介入した反人道的不法行為は請求

権協定では解決されず、日本政府に法的責任が残されている）が今年８月の憲法裁判所の

違憲判決を導き出したとし、この判決を契機として植民地支配・戦争被害解決のために「歴

史記憶財団」「支援財団」が設立されるべきだと主張するものだった。 

 

 ４本の報告は植民地主義清算を考えるために有意義な論点を提示し、それぞれ活発な討

論がなされた。総合討論では、日韓会談と植民地主義、「歴史記憶財団」「支援財団」設立

問題などについて議論され、植民地支配・戦争被害が日韓請求権協定では解決されなかっ

たことがあらためて確認された。 

シンポジウム後の打ち上げでは、今後も植民地主義清算の観点から日韓会談文書の検討

を続けていくことが必要だとの意見が出された。 
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(報告要旨) 

日韓請求権協定と戦後補償問題の現在 

～第 2条条文化過程の検証を通して～ 
 

吉澤文寿 

 

 本報告は２０１１年８月３０日の韓国憲法裁判所判決を受けて、日韓間の請求権問題が

「完全かつ最終的に解決されたこととなる」と定められた「大韓民国と日本国間の財産お

よび請求権に関する問題の解決ならびに経済協力に関する協定」第２条の条文化過程の検

証を通して、同協定によって解決された請求権の内容を明らかにすることを目的とする。 

 

とくに１９６５年４月以降の日本側会議録による議論を検討すると、次の２点が明らか

となった。 

第一に、解決された請求権の内容はすべて対日請求 8 項目に含まれるものである。その

性格は日本からの韓国の分離独立にともなって処理の必要が生じた財産および請求権であ

る。第二に、実際に日韓請求権協定で解決されたのは国の外交保護権のみである。もっと

も、日本政府は日韓両国が外交保護権を放棄したことにより、私人の権利の消滅有無にか

かわらず、相手国または相手国民の財産をそれぞれ処分してよいと考えていた。 

 

このような日本政府の認識の背景には、韓国側の請求権もさることながら、日本国内に

おける在朝日本人財産や拿捕漁船の問題があった。これらの問題について、日本政府は私

的な権利の存在を曖昧にしたまま、外交保護権の放棄だけを明確にすることにより、国内

補償問題を惹起させない方法を追求したものといえる。したがって、裁判所が日韓請求権

協定によって実体的権利そのものが消滅したとする立場であるという先行研究があるが、

歴史的にはそのような解釈はできないと思われる。 

 

いずれにせよ、植民地主義、「植民地責任」の克服は日韓請求権協定によって何らなされ

ていない。日本政府は植民地支配の不法性を認めていないが、少なくともその不当性を認

めている。そのような観点から日本側からの戦争被害者に対する補償措置など、日韓請求

権協定の問題を克服する作業が必要である。 

  

開示変更決定で墨塗りが取れた部分の一例 

 

「自由放任にすれば韓国の魚は全部日本にとられてしまう。ラインを越える出漁をし

た日本船は、拿捕されたものの数倍に登るだろう。先方の言い分も無理はない。」（文

書番号１０４６「日韓会談再開に関する第１回省内打合会議事録」１４頁） 

 

「国内政治上、「政治会談までやつてみたがこの辺りで妥協せざるをえなかつた」と説

明するためには一種の芝居としては必要かもしれない」（文書番号１１７０「日韓予備

交渉（第４９～５０回会合）７～８頁」 

 

「韓国は対日猜疑心深き故、押しつけがましき印象を與えぬよう留意の要あり、復興

に関する経済協力、文化協力につき大綱のみにても規定すると共に、」（文書番号１６

２９「日韓基本関係調整交渉について留意すべき事項（昭和２６年１１月）」３頁） 
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２０１１年度総会 
 

（日時）２０１１年１２月２３日（金・休） 午前１０時～１２時（開場９時半） 

（会場）東京しごとセンターセミナー室 

（次第）裁判の現状報告（弁護団） 

    ２０１１年度活動経過報告 

    ２０１１年度決算報告 

    ２０１２年度運動方針案 

    ２０１２年度予算案 

    規約改正案・人事案 

 

公開シンポジウム「３・１１時代の情報公開～原発・沖縄・日韓会談～」 
 

（日時）２０１１年１２月２３日（金・休） 午後１時半～５時（開場１時） 

（会場）東京しごとセンターセミナー室 

（報告）原発問題：崔勝久（チェ・スング）さん（原発体制を問うキリスト者ネットワーク） 

    沖縄密約訴訟：柴田鉄治さん（沖縄密約訴訟原告） 

    戦後補償・在韓被爆者問題：市場淳子さん（韓国の原爆被害者を救援する市民の会） 

 

 

第３次訴訟の現状と今後の見通し 
 

弁護団長 東澤 靖 

 

２０１１年９月６日の口頭弁論（法廷で開く裁判）では、従来の処分についてほぼ原告

と被告国側の主張が出そろった。しかし、その直前の８月２９日に外務省が従来の処分を

一部変更する決定を行い、あらたに６３文書について全部または一部開示の処分を行った。 

そのため、９月６日には口頭弁論の直後に準備手続（裁判官室で行われる協議）が開かれ、 

その後も１１月２９日に予定されていた口頭弁論が準備手続に変更され、さらに１２月２

７日にも準備手続が開催されることになった。 

 この間の準備手続で行われているのは、 

 

１、上記の変更決定を踏まえての被告国側の処分目録や証拠の整理 

２、変更決定を踏まえて、争うべき対象がなくなった文書についての訴えの一部取り下げ 

３、変更決定を踏まえての原告側の新しい主張 

４、そして、最後の口頭弁論に向けて、原告側と被告国とがこれまでの主張をまとめるこ

と（最終準備書面）である。 

 

 これまでのところ、１の被告国側の処分目録や証拠の整理は提出され、また、２の訴え

の取り下げ（４１文書）は終了した。現在、弁護団は、２の新しい主張の準備、４の最終

準備書面を作成中である。 

 以上を踏まえて、最終的な口頭弁論は年明けの１月または２月に想定されているが、そ

の実際の期日は１２月２７日の準備手続で決定される予定である。そこで、この３次訴訟

も結審となる可能性が大きい。 

 求める会においても、結審までに行うべきことについて、議論いただければ幸いである。 
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２２００１１１１年年度度総総会会資資料料  

2011 年度活動報告（2010 年 12 月１日～2011 年 11 月 30 日） 
基本方針 

 

Ⅰ．日韓会談文書・全面公開を求める会の

目的 

日本政府に対して、日韓会談関連文書

の全面公開を求めて、朝鮮半島に対す

る日本の植民地支配の事実と責任を認

めさせ、アジア・太平洋戦争による韓

国・朝鮮人被害者、および遺族への謝

罪と補償を実現させる。 

 

Ⅱ．外務省からの不開示、部分開示に対し

て、引続き全面公開を求めて訴訟をお

こなう 

全面公開を求める当会の目的を達成す

るために、弁護団との連携を密にして

行動する。 

 

運動方針 

Ⅰ．下記を原告として、二次、三次訴訟を

おこなう。 

二次訴訟 

韓国在住原告 崔鳳泰
チェボンテ

、李金珠
イ クムジュ

、呂運澤
ヨウンテク

日本在住原告 太田修、田中宏、西野瑠

美子、山田昭次、吉澤文

寿、李鶴来
イ ハンネ

 梁澄子
ヤンチンジャ

 

三次訴訟 

韓国在住原告 崔鳳泰、李金珠、呂運澤、

李容洙 

日本在住原告 太田修、田中宏、西野瑠

美子、山田昭次、吉澤文

寿、李鶴来 梁澄子 

 

Ⅱ．支援者として活動に参加するサポータ

ー会員を、あらゆる機会を通して募集

する。 

 

Ⅲ．地域ごとの拠点をつくり、草の根の運

会議開催報告 

 

弁護団会議開催日 

１２月７日 １２月２９日 ２月８日 

２月２４日 ６月２１日 ７月２８日 

８月３１日 １０月４日 １０月１８日 

１１月２２日 １２月１３日 

 

役員会開催日 

第２５回（１２月２９日） 

第２６回（２月１１日） 

第２７回（３月１８日） 

第２８回（９月２４日） 

第２９回（１２月１１日） 

 

 

 

 

活動記録 

Ⅰ．訴訟活動 

二次訴訟 

上告不受理（５月９日） 

 

三次訴訟 

  第１１回口頭弁論（１月２１日） 

第１２回口頭弁論（３月１８日） 

第１３回口頭弁論（６月１４日） 

第１４回口頭弁論（９月６日） 

弁論準備手続き（９月３０日） 

弁論準備手続き（１１月２９日） 

※第１５回口頭弁論は中止 

弁論準備手続き（１２月２７日） 

 

Ⅱ．会員数（2011年 11月 30日現在） 

    会員 148名 

旧サポーター会員 119名 

 

Ⅲ．特記事項なし   
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動を広げる。 

 

Ⅳ．韓国市民団体との連携を、より一層深

めていく。 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．情報の共有と会員の意思に基づく民主

的な運営を維持し、以下の活動を行う。

1．役員、弁護団等共有のメーリングリス

トにより緊密な連絡をとりながら会

を運営する。事務局、会員・サポー

ター会員、原告メーリングリストを

通して、自由な情報交換を行う。 

2．毎回の口頭弁論報告を中心とするニュ

ースを発行して、会員・サポーター

会員、当事者会員、関連団体、メデ

ィア等に提供する。 

3．ホームページにより最新情報を提供す

る。 

4．必要に応じ、または要請に応じて勉強

会、講演会をおこなう。 

 5．年１回開催する総会には、活動報告、

決算報告、および次年度運動方針（案）

等の重要議案を事前に提示し、出席者

の過半数の議決による運営をおこな

う。 

 

 

 

Ⅳ．国際シンポジウム開催 

１１月４日、韓国の東北アジア歴史財

団で、民族問題研究所・「日韓会談文

書・全面公開を求める会」主催の国際

学術会議「韓日会談公開文書と植民主

義清算問題」を開催した。 

  （参加：吉澤、太田、李） 

 

Ⅴ．会活動 

1．メーリングリストの整理 

複数の関連メーリングリストを整理

し、「nikkanbunsho」に集約した。 

2．ニュース発行 

第２７号（４月２３日） 

第２８号（８月２日） 

第２９号（１２月１５日） 

3．ホームページアクセス数 

  2011年 11月 30日 19561 

4．公開シンポジウム開催 

①2011年６月 23日「日韓会談文書全

面公開のインパクト～６万ページか

ら何が分り何が変るのか～」（港勤労

福祉会館） 

②2011年 12月 23日「３・１１時代の

情報公開～原発・沖縄・日韓会談～」

（東京しごとセンター） 

5．総会開催 2011年 12月 23日 

6．その他 

 「韓哲文化財団」に助成金を申請した。

２０１１年度の活動の概括 
①戦後補償問題の枠を超え、広範な課題にわたる日韓会談文書の全体像を明らかにする

公開シンポを新進気鋭の研究者の参加の下で６月に初めて開催し、参加者は多くはなか

ったが、多くの会員・支援者からの賛同を得て黒字決算で成功させることができた。 

②本年８月３０日の韓国・憲法裁判所の決定は、日韓会談文書の公開が戦後処理の全面

的見直し、韓国政府の法的責任追及につながったものであり、外交文書公開の歴史的社

会的意義を証明した。日本における文書公開も大きな可能性を持っている。 

③第３次訴訟は大詰めを迎えた。一部開示変更はあったが、重要な部分の開示には至っ

ていない。傍聴者、会員の拡大、社会的関心の喚起は引き続く課題である。 



日韓会談文書　開示請求から今日までの流れ
全面隋示請求

絹京蕾棄

特例違用盈知

凍翫分詞承侍買〉

審査会へ畏琵≧申立

1次の逆転全容鞄泰（竜王は貫）

一次評訟（開示期間〉

東京地裁へ提訴

第1回口頭弁論

Z決領慕（1533貰）

第2短日コ頭弁論

第8回日額弁論

第4厘口頭弁論

第5回口頭弁論

二次訴訟（不開示理由）

㌫欠開示（5340責）

原告こ勝訴

図二東京高裁へ蛭訴

控訴寄第1回口頭弁論

第2回口頭弁論

原告：：取下げを提示

図．取下げ岡倉で終了

東京地裁へ提訴

第1回口頭弁途

第2回口頭弁論

第3匝＝コ頭弁論

第4回口頭鼻輪

第5回口頭弁論

第6取口簡弁論

第7回口頭弁論（結審）

原告・敗訴

三次訴訟（不開示理由）

4次開示（3482貢）

5次開示（1鶴間頁）

6次師赤く32051頁）

東京地裁へ提訴

第1回口頭弁論

第2匡ln現弁論

第8回口碑弁論

第4回口頭弁論

第5回口頭弁論

第6回口窺弁論

第7回口頭弁論

控訴審　即日結審

原告・敗訴

」：1r
最高裁判所へ上告

上告受理申立理由奮提出

上告不受理決定・原告敗訴

第8回口頴弁論

第8図日鏡弁論

第10回口頭弁論

第11匡l口頭弁論

第12回口頭弁論

第13回口煩弁韓

開示密室決定く63文沓）

第14匝口頭弁論

弁論準備手続き

張15巨旧領弁論中止・弁論謹旗手蜂書

弁論準備手続き

審査会へ異議申立

原告：集ま申立蕃提出

国桝務省〉第1次練正命令

原告：同意書提出

臭鼓申立に隣する申し入屈

堅く舛頑省）二騒望次補正命令

原告：厩等及び軌丸吾提出

密（外務省）：寛3次補正命令

原告：回答及び申入書再湧出

原告：申入れ害再々提出



L皇重度塗墓コl●事 報告

日韓会談文書・全面公開を求める会　2011年度会計報告確定

2010年12月1日～2011年11月30日

1．収入
（1）．

（2）．

前年度繰越金
会費
会員会費
学生・年金者会員
サポーター会員
カンパ
賛同金6月シンポ
集会参加費

569，854

174000

14000

70000

71380　　12月4000円含む

157000

34000

26

1，090，260

26250

15900

106094

2685

2530

160783

142876

0

21555

0

9735

10000

1090260

（1）、

2．支出

3．収支

4．資産

事務用品事務所費
事務消耗
通信費
HP契約料
交通費宿泊費
会議糞
集金費
ニュース発行

裁判費用費
印紙代
裁判費用糞
弁護団費用
支払・入金手数料

498408

591852

498408

420439

108837

62576

591852

郵便口座
横浜銀行
小口現金
合計

5・韓国ウォン会盲前年度繰越金
収入

725650

0

280000

445650 445650

会計監査 伝票、帳簿、通帳、現金を監査した結果報告書どおりであることを
報告します。

9

12月10日有村順子　．斤
一・■　／

1、品′
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２０１２年度運動方針案 
 

①第３次訴訟の結審・判決に向けて、戦後補償団体とも連携し、日韓会談文書公開運動へ

の関心を広げるキャンペーン活動に取り組む。 

②情報公開制度を大きく後退させる「秘密保全法案」の制定を許さず、一層の情報公開制

度の発展、市民の「知る権利」確立に向けた共同行動に取り組む。 

③助成金を得ることを前提として、韓国の研究者を招いた国際学術シンポジウムを日本で

開催する。 

④上記の活動を通じて、新たな会員の拡大に取り組む。 

⑤開示文書のデータベースの恒久的な管理、閲覧体制実現に向けた検討を開始する。 

 

 

２０１２年度予算案（２０１１年１２月１日～２０１２年１１月３０日） 
 

１．収入 

 

                                               日本円    韓国ウォン 

  （１）前年度繰越金                       591852    445650 

  （２）会費収入等 

     １）会費                         300000 

     ２）カンパ                        100000 

  （３）雑収入                           8148 

 

     収入合計                         1000000        445650 

 

２．支出 

 

  （１）事務費 

     １）事務用品費                           20000 

     ２）通信費                               20000 

     ３）ＨＰ契約料                          100000 

     ４）交通費宿泊費                     20000 

  （２）集会費                          100000 

  （３）ニュース発行費                      150000 

  （４）裁判対策費 

     １）印紙代                              150000 

     ２）裁判費用                            100000 

     ３）原告交通費宿泊費                    100000        445650 

     ４）弁護団費用                          200000 

  （５）支払い手数料                             10000 

  （６）雑費                                     30000 

      

支出合計                               1000000        445650 
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規約改正について（再掲） 
 

２月１１日に開かれた第２６回役員会で、規約改正について議論されました。その内容

は次の通りです。（ニュース２７号掲載済み） 
 

 （１）規約第４条（会員）には会員およびその入退会についての明確な条文がないこと

から、会員および当事者を請求人および原告とし、それ以外の 会員をサポーター

会員とすることについては運用によって区分されてきた。 

 （２）しかし、現状においては請求人および原告のみを会員とするという運用はすでに

意味がなく、サポーター会員を廃止すべきである。 

 （３）（２）の変更に伴い、会費も次の通りに変更する。会費は原則３０００円とするが、

旧サポーター会員は２０００円でもよい。また、年金生活者および学生は１００

０円とする。当事者（被害者・遺族）からは会費を徴収しない。 

 （４）また、これに関連し、何年分かの会費未納分を一括請求することはしない。 

 （５）第４条に「入退会は自由である」という一文を加える。 

 

 上記の趣旨をふまえて、以下の通りに規約改正案を作成し、１２月の総会を通して規約

を改正することになりましたので、よろしくお願いします。 

 

 ＜規約改正案（抄）＞ 

 第４条（会員） この会の会員は、日韓会談文書公開を要求する運動に参加する会員、

当事者（被害者・遺族）会員によって構成する。会員の入退会 は自由である。 

 第９条(年会費) 会員 3000 円(旧サポーター会員は 2000 円、年金生活者・学生は 1000

円）、当事者（被害者・遺族）会員は 0円 

 

 ＜（参考）現在の規約の当該条文＞ 

 第４条（会員） この会の会員は、日韓会談文書公開を要求する運動に参加する会員、

当事者（被害者・遺族）会員、サポーター会員によって構成する。 

 第９条（年会費） 会員 3,000 円 当事者（被害者・遺族）会員 0 円 

             サポーター会員 2,000 円 

 

役員・事務局新体制について 
 

 小竹弘子事務局長が健康上の理由により、本会事務局長を辞任せざるを得なくなりまし

た。これにともない、本会は３月１８日に役員会を開き、以下の通りの新体制で運営する

ことになりました。今後も篤い支援を賜りますようお願い申し上げます。 

また、共同代表の西野留美子さんについても健康上の理由により、退任の申し出があり

ました。 

共同代表      太田修、田中宏、吉澤文寿 

副代表兼事務局長  山本直好 

 事務局次長     李洋秀  

会計        新居弥生 

 編集        山本直好（編集チームとして李洋秀、太田修、安田多香子、吉澤

文寿） 

 ホームページ担当  安田多香子 

 渉外部長      山田恵子






